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基準２ 教育組織（実施体制） 

（１）観点ごとの分析 

観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

現在，本校の学科及びその目的は，「高知工業高等専門学校学則」（以下「学則」という）第３章

第８条に定められているとおり，機械工学科，電気情報工学科，物質工学科，及び環境都市デザイン

工学科の４学科より構成されている（資料２－１－①－１）。なお，このうち電気情報工学科は電気

工学科より，環境都市デザイン工学科は建設システム工学科より平成 21 年４月に名称変更されたも

のである（資料２－１－①－２）。電気情報工学科への名称変更は，電気，電子，情報を基礎として，

それらをシステムとして組み合わせる力を育成し，ものづくりをベースとした「創造性統合化能力」

を有する技術者の育成を目指す学科の教育内容をよりわかりやすく表現した学科名に改めるために行

った。また環境都市デザイン工学科への名称変更は，これまでの環境・防災・情報を中心とした土木

系科目に加えて，住宅・ビル建設や生活空間デザインに関わる建築系科目も含め，より一層の幅広い

建設系専門基礎知識を修得できる「総合社会基盤学科」へと発展し，学科の教育内容をより的確に表

現するためである。これらの学科名の変更は，現代社会の要請に即応するかたちで職業能力の育成を

図ったものである。 
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資料２－１－①－１ 

「学科の構成」 

学  科 学級数 入学定員 教育の目的 

機械工学科 １ 40人 

機械の構成、材料、加工、力学及び制御に関

する機械工学の知識と技術を教授し、機械シ

ステムの計画、設計、生産で必要とされる実

践的な能力を育成する。 

電気情報工学科 １ 40人 

電気、電子、情報及び通信に関する電気工学

の知識と技術を教授し、エネルギー、エレク

トロニクス、インフォメーション・コミュニ

ケーションテクノロジーで必要とされる実践

的な能力を育成する。 

物質工学科 １ 40人 

化学，生物，化学工学，環境及び情報に関す

る物質工学の知識と技術を教授し、工業薬

品、材料化学、バイオテクノロジー、プロセ

ス工学、及び環境化学の分野に於ける開発・

生産・製造・管理で必要とされる実践的な能

力を育成する。 

環境都市デザイン

工学科 
１ 40 人 

公共施設、建築物や構造物などの土木・建

築に関する建設工学の知識と技術を教授

し、環境や防災に配慮した計画・設計・施

工・管理で必要とされる実践的な能力を育

成する。 

 

（出典 高知工業高等専門学校学則） 
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資料２－１－①－２

「高知工業高等専門学校組織図」 

 

（出典 高知高専学校要覧 2011）
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（分析結果とその根拠理由） 

本校の学科構成は，「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成すること」（「学則」第

１章第１条）という本校の目的を達成する上で適切なものである。本校総合科学科の教員によって幅

広い学芸の教授が行われており，その基礎の上に上記４学科で専門的学芸の教授と職業能力の育成が

図られている。したがって，本校の学科構成は教育の目的を達成する上で適切なものとなっている。 

 

 

観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で適

切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

本校には平成12年度に専攻科が設置され，「学則」第11章第48条に定められているとおり，機械

・電気工学専攻，物質工学専攻，及び建設工学専攻の３専攻より構成されている。またそれぞれの

専攻の教育目的も定められている（資料２－１－②－１）。 

 

 資料２－１－②－１ 

「高知工業高等専門学校学則 第11章第48条」 

 

第４８条 専攻入学定員及び教育目的は，次のとおりとする。 

専    攻 入学定員 教育の目的 

機械・電気工学専攻 ８人 

高専本科の機械工学科及び電気情報工学科のカリ

キュラムの上に立って、エネルギーや環境及び情

報・制御技術に関わる基礎及び専門科目を教授し

、ロボットや新エネルギー開発、環境機器や情報

機器の開発など、日本の産業の基幹となる機械・

電気融合分野で必要とされる実践的克つ創造的な

研究・開発能力を育成する。 

物 質 工 学 専 攻 ４人 

高専本科の物質工学科のカリキュラムの上に立っ

て、化学やバイオ技術ならびに環境技術に関する

基礎及び専門科目を教授し、新素材や機能性材料

の創製、微生物を利用した有用物質の生産、環境

対策等で必要とされる実践的かつ創造的な研究・

開発能力を育成する。 

建 設 工 学 専 攻 ４人 

高専本科の環境都市デザイン工学科のカリキュラ

ムの上に立って、社会・環境・構造物を総合的に

デザインする学問を教授し、地震・台風などの自

然災害から人々の暮らしを守る社会基盤整備に置

いて必要とされる実践的かつ創造的な研究・開発

能力を育成する。 

 

（出典 高知工業高等専門学校学則） 
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（分析結果とその根拠理由） 

本校専攻科の構成は，精深な程度における教育及び研究指導のための少人数教育が実践できるもの

になっており，上述の本校の目的（「学則」第１章第１条），ならびに「高等専門学校における教育

の基礎の上に，更に精深な程度において，特別の事項を教授し，その研究を指導すること」（「学

則」第11章第47条）という本校専攻科の目的を達成する上で適切なものである。 

 

 

観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成す

る上で適切なものとなっているか。 

（観点に係る状況） 

本校には全学的な組織として，地域連携センター，情報処理センター，教育研究支援センターが設

置されている。 

１）地域連携センター 

当センターは，「高知工業高等専門学校地域連携センター規則」に定められているとおり，地域と

の連携を密とし，本校の有する人的・物的資源を有効に活用することにより，地域の活性化や産業振

興に寄与するための拠点，出前事業や企業における人材育成事業など地域における教育支援の実践

や，独立行政法人国立高等専門学校機構以外の者との共同研究等の実施による技術力の向上など，地

域文化の向上に資することを目的として設置されている（資料２－１－③－１）。近年，株式会社高

知銀行との連携協力協定や地元南国市との連携協力協定を締結し，シーズ発表会や連携公開講座「こ

ども金融・科学教室」の開催，出前授業や教養講座，夏休みこども教室等を実施している（資料２－

１－③－２）。 
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資料２－１－③－１

「高知工業高等専門学校地域連携センターの概要」 

 

 （目的） 

第２条 センターは，地域との連携を密とし，高知工業高等専門学校（以下「本校」という。）

の有する人的・物的資源を有効に活用することにより，地域の活性化や産業振興に寄与するた

めの拠点，出前事業や企業における人材育成事業など地域における教育支援の実践や，独立行

政法人国立高等専門学校機構以外の者との共同研究等の実施による技術力の向上など，地域文

化の向上に資することを目的とする。 

 （部門） 

第３条 センターに，前条の目的を達成するため，次の部門を置く。 

 (１) 産学共同部門 

 (２) 地域教育連携部門 

 (３) リカレント教育部門 

 (４) ＩＴ教育部門 

 （業務） 

第４条 センターは，次の各号に掲げる業務を行う。 

 (１) 地域の活性化及び産業振興につながる各種プロジェクトの企画・立案と実施に関するこ

と。 

 (２) 産業界等との共同研究，受託研究，技術相談，技術指導等に関すること。 

 (３) 学内及び大学等との共同研究の推進に関すること。 

 (４) 地域における文化的・科学的イベント及び出前事業の実施に関すること。 

 (５) 公開講座及びリカレント教育に関すること。 

 (６) ＩＴ関連教育に関すること。 

 (７) その他地域連携に関すること。 

第５条 センターに，次の各号に掲げる教職員を置く。 

 (１) センター長 

 (２) 副センター長 

 (３) 部門長  

 (４) その他校長が必要と認めた者  若干名 

 

（出典 高知工業高等専門学校地域連携センター規則）
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２）情報処理センター 

当センターは，「高知工業高等専門学校情報処理センター規則」に定められているとおり，本校に

おける教育，研究及び事務に係る情報化及びその基盤となる設備等の整備及び提供を推進することを

目的として設置されており，センター長，副センター長，センター員によって構成されている（資料

２－１－③－３）。当センターには，専門の事項について審議するために，上記の構成員のほか，総

務課長，各学科代表教員各１名，センター長が必要と認める者若干名からなる「情報処理センター運

営委員会」が置かれており，学内 LAN の総括的運用及び管理に関すること，パソコン等機器の保守管

理に関すること，情報処理システムの導入及び開発に関すること，情報機器等の選定に関すること，

情報処理センター及びパソコン室の管理運営に関すること，携帯情報端末の活用に関すること等につ

いて審議し，当該の実務にあたっている（資料２－１－③－４）。情報携帯端末の活用については，

教育 GP ワーキンググループで検討した結果を運営委員会で審議し，授業における小テスト・アンケー

トへの利用や英単語学習支援ソフト（iCOSET2）による英単語力向上といった取組みを行っている（資

料２－１－③－５）。 

 

資料２－１－③－２

「連携関連」 

（出典 高知高専学校要覧 2011）
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資料２－１－③－３

「高知工業高等専門学校情報処理センターの概要」 

 

 （目的） 

第２条 センターは，高知工業高等専門学校（以下「本校」という。）における教育，研究及び

事務に係る情報化及びその基盤となる設備等の整備及び提供を推進することを目的とする。 

 （業務） 

第３条 センターは，次の各号に掲げる業務を行う。  

（１）情報処理システムの研究開発及び管理保全に関すること。  

（２）教育用計算機システムの利用に関すること。  

（３）学内ＬＡＮの利用に関すること。  

（４）学生に対する情報処理教育に関すること。  

（５）他高専等とのコンピュ－タの相互利用に関すること。  

（６）その他情報処理に関すること。  

（組織）  

第４条 センターに，次の各号に掲げる教職員を置く。  

（１）センター長  

（２）副センター長  

（３）センター員  

（４）その他必要と認めた者  若干名 

 

（出典 高知工業高等専門学校情報処理センター規則）
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資料２－１－③－４

「高知工業高等専門学校情報処理センター運営委員会の組織と業務」 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，高知工業高等専門学校情報処理センター規則第７条第２項の規定に基づ

き，高知工業高等専門学校情報処理センター運営委員会（以下「委員会」という。）に関し必

要な事項を定める。 

 （審議事項） 

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項について審議するものとする。 

 (１) 高知工業高等専門学校情報処理センター（以下「センター」という。）の年間計画及び

予算に関すること。 

 (２) 学内ＬＡＮの総括的運用及び管理に関すること。 

 (３) パソコン等機器の保守管理に関すること。 

 (４) 情報処理システムの導入及び開発に関すること。 

 (５) 情報機器等の選定に関すること。 

 (６) 情報処理センター及びパソコン室の管理運営に関すること。 

 (７) その他センターの目的を達成するために必要な業務に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会は，次の委員で組織する。 

 (１) センター長 

 (２) 副センター長 

(３) センター員 

(４) 総務課長 

(５) 各学科代表教員 各１名 

 (６) センター長が必要と認めた者 若干名 

２ 前項第５号及び第６号の委員は，校長が命ずる。 

 （委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を主宰する。 

 

（出典 高知工業高等専門学校情報処理センター運営委員会規則）
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３）教育研究支援センター 

当センターは，「高知工業高等専門学校教育研究支援センター規則」に定められているとおり，本

校の技術支援業務に関する人的・物的資源を有効に活用することにより，技術に関する専門的業務を

組織的かつ効率的に処理するとともに，センター所属職員の能力及び資質の向上をはかり，学生に対

する実験・実習，卒業研究などの支援，教員の教育研究への支援，地域への技術支援など，本校の教

育研究支援体制の向上に資することを目的として設置されており，上記の業務を遂行するため，技術

長が技術班を統括し，業務別に第一技術班及び第二技術班を置いている。第一技術班は，主として機

械系の実習，実験，卒業研究に関する業務を，第二技術班は，主として電気情報，物質，環境都市デ

ザイン系の実習，実験，卒業研究に関する業務を行っている（資料２－１－③－６）。また他学科へ

の技術支援の積極的に行っており，効果的な運用が図られている（資料２－１－③－７）。 

 

資料２－１－③－５

「携帯情報端末の活用について」 

 

 情報処理センター運営委員会資料（2012／1／12）

 

◎教育 GP プロジェクトの今後のスケジュール（案）について 

 

（1）現在の教育 GP プロジェクト（3 年間）は、本年度が最終年度であるが、高知高専の次世代

ICT 活用教育の成果が実りつつあり、学生に貸与している iPod touch は、次世代 ICT 活用教

育において不可欠な存在となっているので、来年度も貸与を継続する。 

 

（2）来年度学生に iPod touch を貸与するにあたり、学生の iPodtouch 使用のモラルが守られてい

るという実績と、iPod touch の新しい iOS5 において単体でアップデートが可能となったこ

とから、学生の iPod touch に制限を設けずに学生側が管理する体制の移行を検討する。この

ために、3 月 5 日の終業式までに本科学生の iPod touch（852 台）を回収し、春休み中に

iOS5 へのアップデートを行いあわせてアプリの更新を行う。 

 

（3）来年度の学生の iPod touch の貸与にあたっては、新しいウォーマットの誓約書を書かすこ

とにより、学生が勉学のために iPod touch を最大限に利用することを誓約させ、アップデー

トの管理も自分で責任を持って行うことを明確にする。また、iPod touch 利用の手引き（更

新版）をオンラインで見れるようにし」学生の情報リテラシーの向上をはかる。 

 

（出典 平成 24 年度第５回情報処理センター運営委員会議題書抜粋）
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資料２－１－③－６

「教育研究支援センターの概要」 

 

(目的) 

第２条 センターは、本校の技術支援業務に関する人的・物的資源を有効に活用することによ

り、技術に関する専門的業務を組織的かつ効率的に処理するとともに、センター所属職員の能

力及び資質の向上をはかり、学生に対する実験・実習、卒業研究などの支援、教員の教育研究

への支援、地域への技術支援など、本校の教育研究支援体制の向上に資することを目的とす

る。 

(業務) 

第３条 センターは、次の各号に掲げる業務を行う｡ 

一 教育研究に関する技術支援の基本計画の策定に関すること｡ 

二 学生の実験、実習、卒業研究の技術指導に関すること｡ 

三 教育研究に関する技術支援に関すること｡ 

四 地域への技術支援に関すること。 

五 技術資料の作成、保管及び提供等に関すること｡ 

六 機器等の保守･管理に関すること｡ 

七 技術向上のための技術研修、技術発表会及び技術講演会等の企画･実施等に関すること｡ 

八 所掌業務の調査統計及び諸報告に関すること｡ 

九 その他本校にとって重要な技術的業務に関すること｡ 

(技術班) 

第４条 センターに、前条各号の業務を遂行するため、次の各号に掲げる技術班を置き各班に班

長を置く｡ 

一 第一技術班 

二 第二技術班 

２  第一技術班は、主として機械系に関する業務を行うものとする｡ 

３  第二技術班は、主として電気情報、物質、環境都市デザイン系に関する業務を行うものと

する｡ 

４  各班は、互いに連携し、一般科目及び複合・融合する分野間の技術支援等、効果的な運用

を図るものとする｡ 

５  センターは、必要に応じてプロジェクトチームを組織し、特別な業務にあたることができ

る｡ 

 

（出典 高知工業高等専門学校教育研究支援センター規則）
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（分析結果とその根拠理由）  

１）地域連携センター 

当センターは，産官学連携の共同研究等を推進することによって，本校の教育・研究の進展を図り，

地域社会における科学・技術教育の振興，研究成果の公表等を積極的に進めており，その点で，上述

の本校の目的（「学則」第１章第１条）に資するものである。 

２）情報処理センター 

当センターは，情報処理センター等の管理運営を行い，本校の教育や研究に関する情報化の推進及

び基盤となるその設備等の整備を積極的に進めており，上述の本校の目的（「学則」第１章第１条）

に資するものである。 

３）教育研究支援センター 

当センターは，学生に対する実験・実習，卒業研究などの支援，教員の教育研究への支援，地域へ

の技術支援等を積極的に進めており，上述の本校の目的（「学則」第１章第１条）に資するものであ

る。 

資料２－１－③－７ 

「他学科への技術支援」 

 

資料―１ 

技術職員他学科支援予定表  平成 24 年度 

 前学期 

曜日 時限 学年 科目名 担当者 備考 

月 １～２ E３ 応用物理 A E 科技術職員 期間限定 

火 ５～７ Z4 土木・建築実験及び

測量実習Ⅲ 

E, C 科技術職

員 

物部川河川敷 

水   応用物理 A   

木 ３～４ 

５～７ 

Z３ 

Z２ 

 

土木・建築実験及び

測量実習Ⅰ 

E 科技術職員 

M 科技術職員 

期間限定 

測量実習のみ 

実習と実験を隔週

で実施 

金      

 

（出典 平成 24 年度第１回研究支援センター運営委員会資料） 
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観点２－２－①： 教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係

る重要事項を審議する等の必要な活動が行われているか。 

（観点に係る状況）  

本校には，教育課程全体を企画調整し，教育課程を有効に展開するための組織として，教務委員会

が置かれている。当委員会は，「高知工業高等専門学校教務委員会規則」（以下「規則」という。）

第３条に定められているとおり，教育課程の編成及び実施に関すること，学業の履修及び成績に関す

ること，指導要録に関すること，入学・転科・休学・退学・転学・留学及び卒業に関すること，校外

実習及び見学旅行に関すること，学校行事を総括調整すること等，教育を円滑に遂行するために必要

な事項を審議している（資料２－２－①－１）。当委員会において審議された事項として例えば，

「１年生混合学級継続に関する検討」，「セメスター制導入における問題点の洗い出し」等が挙げら

れる（資料２－２－①－２）。また，教育課程全体を長期的な視点から企画するために，教務委員会

のもとに適宜「カリキュラム検討委員会」が置かれて，当該事項に関して検討が行われている。 

 

資料２－２－①－１

「教務委員会の概要」 

 

 （目的） 

第２条 委員会は，本校における教育を円滑に遂行するために必要な事項を審議し，各学科間の

連絡調整を図るとともに問題の処理にあたる。 

 （審議事項） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる事項について審議するものとする。 

 (１) 教育課程の編成及び実施に関すること。 

 (２) 学業の履修及び成績に関すること。 

 (３) 指導要録に関すること。 

 (４) 入学，転科，休学，退学，転学，留学及び卒業に関すること。 

 (５) 校外実習及び見学旅行に関すること。 

 (６) 学校行事を総括調整すること。 

 (７) その他教務に関し，委員長が必要と認める事項。 

 （組織） 

第４条 委員会は，次の委員で組織する。 

 (１) 教務主事 

 (２) 教務主事補佐 

 (３) 専攻科長 

 (４) 各学科代表教員 各１人 

 (５) 学生課長 

２ 前項第４号の委員は，校長が命ずる。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き，教務主事をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を主宰する。 

 

（出典 高知工業高等専門学校教務委員会規則）
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資料２－２－①－２ 

「教務委員会議事録」 

 

平成 24 年 5 月 9 日 

平成 24 年度 第 3 回教務委員会議事録 

 

（中略） 

【審議事項】 

1．オープンキャンパス実施要項（別紙） 

 

 実施要項で修正等があれば奥村補佐に連絡いただく。 

 キャンパスアドベンチャーとの合同開催について今後調整する。 

 

（中略） 

 

5．混合学級の検証と検討 

  教員アンケート（2011 年 12 月 1 日），1・2 年生混合学級アンケート（2012 年度）（別紙） 

 

 三菱ＵＦＪリサーチによる混合学級に関する記述や、学生や教員によるアンケート以外の検証方法

についても今後検討が必要である。 

 別紙資料を見ていただき、夏休みまでに個人的な意見も含めて、各科から意見をいただく。 

夏休み明けの継続審議とする。 

 

6．学生の自主性を育てる方策 

  チャイムの廃止も一案 

  他の案も含め、各学科から御意見下さい。 

 

 

7．セメスター制の導入：平成 25 年度 年間行事予定表 素案（別紙） 

 

 本予定表を原案にして、各委員会や各科よりご意見をいただく。まずは大きな観点で、このセメス

ター制が導入できるかどうかの検討からスタートする。 

 通年科目で大きな単位数を持つ科目について、学生への負担を考慮して、前期、後期のみで終了す

る科目への移行についても今後検討したい。 

 

（出典 教務委員会議事録） 

 



高知工業高等専門学校 基準２ 

- 41 - 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校教務委員会は，教育課程全体を企画調整し，教育課程を有効に展開するための検討・運営体制

として，教育活動に関する重要事項を審議するなど必要な活動を行っている。本校教務委員会は，

「規則」に示されているように，教育活動を有効に展開するための検討・運営体制に相当しており，

また，当委員会の議事録で確認されうるように，教育活動等に関する重要事項を審議している。 

 

 

 

観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

（観点に係る状況） 

一般科目担当教員と専門科目担当教員との連携は，特に「物理」と「応用物理」，「数学」と「応

用数学」との間等で行われている。例えば，機械工学科３年生の必須科目である「応用物理A」では，

一般科目物理担当教員と，専門科目応用物理担当教員の連携のもと，実践的な授業が行われている

（資料２－２－②－１）。また，当該教員間では随時会合がもたれ，授業内容等が審議されている

（資料２－２－②－２）。 

 他の科目についても必要に応じて，一般科目担当教員と専門科目担当教員間の連携が行われている。 
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資料２－２－②－１ 

「『物理』・『応用物理』担当教員間の連携（シラバス）」 

 

（出典 平成24年度シラバス） 
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資料２－２－②－２ 

「「数学」・「応用数学」担当教員会議の議事録」 

（出典 平成 24 年度数学科会議議事録） 

 

 

（分析結果とその根拠理由） 

一般科目担当教員と専門科目担当教員との連携は，本校において基幹となる物理学分野及び数学分

野において，概ね機能的に行われている。当該の連携は，シラバス等で確認することができ，その活

動は議事録に示されているとおりである。 
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観点２－２－③： 教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

（観点に係る状況） 

本校における教育活動の支援体制として，学科長及び専攻主任，学級担任，学年主任は，「高知工

業高等専門学校内部組織規則」に定められているとおりに整備されている（資料２－２－③－１）。

学科長及び専攻科長,専攻主任は，それぞれ当該学科ないし当該専攻の運営にあたって所属各教員の

教育活動を支援しており，また各学年に置かれた学年主任は学級担任と連携して，当該学年の教育活

動の支援にあたっている。なお，本校では，学級担任を支援する体制として副担任制をとっている。

１，２学年は担任は総合科学科の教員，副担任は専門学科の教員が担当しており，専門学科の事項に

ついては副担任から連絡されている。また５学年の進路指導担任は,学生に対する進路指導を支援す

ることになっている（資料２－２－③－２，３）。また，各学科においては定期的に学科会議が開か

れており，これは所属各教員の教育活動を学科全体として支援する体制である（資料２－２－③－

４）。さらに，学生生活に関する事項を審議する学生生活委員会は，年度当初に「学生生活関係留意

事項」及び「課外活動指導のしおり」というパンフレットを全教員に配付するなどして，教員の教育

活動支援にも尽力している（資料２－２－③－５，６）。 
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資料２－２－③－１ 

「学科主任及び学級担任制等」 

 

 （専攻主任） 

第８条 第２条第１項に定める専攻に，それぞれ専攻主任を置き，副専攻主任を置くことができる。 

２ 専攻主任は，当該専攻の基礎となる次条に定める学科長をもって充てる。 

３ 専攻主任は，専攻科長の命を受け，当該専攻の業務を処理する。 

 （学科長） 

第９条 第２条第２項及び第３項に定める学科及び総合科学科（以下，この条において「学科」とい

う。）に，それぞれ学科長を置く。 

２ 学科長は，教授をもって充て，校長が任命する。 

３ 学科長は，校長の命を受け，当該学科における業務を処理する。 

４ 学科長の任期は１年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任

者の残任期間とする。 

（中略） 

 （学級担任等） 

第 11 条 各学級に，学級担任を置く。 

２ 前項のほか，５学年を除く各学級に，学級副担任を置く。 

３ 学級担任及び学級副担任は，教授，准教授，専任の講師又は助教をもって充て，校長が任命す

る。 

４ 学級担任は，各主事及び学級所属の学科長と連絡を密にし，学級の運営に関する事項を処理す

る。 

５ 学級副担任は，学級担任を補佐し，連携して学級の運営に当たる。 

６ 学級担任及び学級副担任の任期は１年する。ただし，欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任

者の残任期間とする。 

第 12 条 ５学年の各学級に、進路指導担任を置く。 

２ 進路指導担任は、学級所属の学科長をもって充てる。 

３ 進路指導担任は、学生の進路指導に関する事項を処理する。 

 （学年主任） 

第 13 条 各学年に，学年主任を置く。 

２ 学年主任は，当該学年の学級担任の中から校長が任命する。 

３ 学年主任は，当該学年の行事等の教育活動及び学生指導等の連絡調整に当たる。 

 

（出典 高知工業高等専門学校内部組織規則） 
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資料２－２－③－２

「校務分掌」 

 

（出典 平成24年度第１回教員会配付資料）
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資料２－２－③－３

「副担任制」 

平成24年4月4日

学級担任の心得および業務 

Ⅰ．学級担任の心得 

１．一人ひとりの学生を大切に育てるよう努める。 

２．日頃から学生とよく接触し，学生の意見に耳を傾け，学生の気持ちを十分理解するように努め

る。 

３．教科担当者，クラブ指導教員および主事補佐と絶えず連絡を取り合って，学生の学校生活を十

分把握しておく。 

４．副担任と連携をとり，協力して学生の指導に当たる。 

５．家庭と連絡を密にし，出欠状況や家庭での過ごし方など情報交換を十分に行う。 

６．長期休暇など，休暇中の学生の動向を把握し，緊急時に連絡がとれるよう体制を整えておく。 

７．留年生，学業不振者および留学生については，特に個人指導に心がける。 

   

Ⅱ．副担任の心得 

 １．学級担任と協力して学級運営にあたる。 

 ２．担任の要請を受けて学生指導の良き協力者となる。 

 ３．担任不在の時は，担任代行として学生の指導に当たる。 

 

Ⅲ．学級担任の日常業務 

  担任の仕事には，平素の学生の生活面や学習面の指導の他に，ＨＲ教室の美化，特別活動の企画・

実施，学期始めや学年末および定期試験前後の業務などがある。 

  以下，教務，学生および寮務関係に分けて詳述する。 

 

Ａ．教務関係 

 １．平素から，学生の悩みごと，勉強の仕方など個人的な相談に応じ，個人指導を充実させる。特

に，成績不振者および出席不良者については，家庭との連絡を密にし，学校と家庭の両方で互い

に協力し合って十分な指導を行う。 

   指導の難しい学生は，副担任と協力し，学年会で話し合うなどして適切な指導に当たる。学年

団で指導が困難な場合は人権倫理委員会，学生相談室や担当主事の協力を求める。 

 ２．成績不振，専門科目への不適応，不規則な生活習慣，問題行動など，いろいろな理由から進路

変更を考える学生が増えている。成績や生活態度などで問題となる学生がいたら，学年会で対応

を検討したり，保護者にその旨連絡したりするなどの対応をする。早期発見・早期対応は最善の

指導となる。 

 ３．中途退学を考えている学生には，学科長やクラブ顧問などの先生方とも相談するように勧め

る。いろいろな先生方と話し合うことでよりよい道が開ける。 

   学生の一生にとって，高専時代は極めて大切な時期であることを心して学生指導に当たること

が重要である。  

（出典 平成24年度第１回教員会配付資料）



高知工業高等専門学校 基準２ 

- 48 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２－２－③－４

「総合科学科教室会議議事録」 

 
（出典 総合科学科教室会議議事録）
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資料２－２－③－５

「学生生活関係留意事項」 

 

（出典 平成24年度第１回教員会配付資料）
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資料２－２－③－６

「課外活動指導のしおり」 

 

 

 

（出典 平成24年度課外活動指導のしおり）
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（分析結果とその根拠理由） 

学科長，専攻主任を中心とした学科及び専攻の運営体制が整備され，学級担任，副担任及びそれぞ

れの教科担当者による学生への教育活動の支援が行われている。また，学生生活及び課外活動を教員

が指導するためのパンフレットが作成・配布され，教員のこのような教育活動に対する支援を行って

いる。 

以上のように，教員の教育活動を支援するための体制が機能している。 

 

 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

本校には全学的なセンターとして，「地域連携センター」，「情報処理センター」，「教育研究支

援センター」が設置されている。地域連携センターが，いわゆる学外機関との共同研究を推進するこ

とにより，本校の教育・研究の進展を図るとともに，地域社会における科学・技術教育の振興を促進

することに努めている点は，優れた点のひとつとして挙げられる。本校は高等専門学校として，学芸

の教授と職業能力の育成を教育の目的として掲げており，この目的のもとで，「アドミッション・ポ

リシー」において示されているように，「地域や世界に活躍できる実践的で研究能力を具えた技術

者」の育成を目指している。こうした目的ならびにポリシーに照らして，上述の地域連携センターの

設置は特に重要である。また，本校の情報処理センターは，先駆的にインターネットの対外接続を行

い,その高速度化を進めてきている。整備されたキャンパス無線 LAN システムにより学内どこからで

もインターネット接続できる全国的にも優れた教育研究環境を提供している。その環境のもと,情報

携帯端末を電子出席簿，時間割変更及び出欠確認などや授業での学習支援に活用し,学生の自主的学

習力の向上に役立てている。教育研究支援センターでは, 技術支援業務に関する職員の支援及びその

能力等を向上させる一方で,学生の研究活動への支援，教員の教育研究への支援，地域への技術支援

など，本校の教育研究支援体制を強化させることに取り組んでいる。 

 

（改善を要する点） 

本科科目と専攻科科目を担当する教員の間での協力体制改善に取り組み,授業協力や定期的な会合

の開催等を行ってきたが,今後もさらなる教員間ネットワークの強化が望まれる。 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

本校の教育に関わる基本的な組織として，学科は，機械工学科，電気情報工学科，物質工学科及び

環境都市デザイン工学科の４つの専門学科より構成されている。また専攻科は，機械・電気工学専攻，

物質工学専攻及び建設工学専攻の３専攻より構成されている。各学科及び各専攻においては，それぞ

れの専門的教育が実施され，それぞれの分野における職業能力の育成が図られている。さらに，従来

の電気工学科を電気情報工学科に，また建設システム工学科を環境都市デザイン工学科に改組するな

どして，現代社会の要請に応じて教育組織の構成を継続的に改善している。このように本校の基本的

な教育組織の構成は，「高知工業高等専門学校学則」第１章第１条に定める本校の目的「教育基本法

の精神にのっとり，及び学校教育基本法に基づき，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育
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成すること」に照らして，適切なものである。 

また本校には全学的な組織として，いわゆる産業界との共同研究等を推進することによって本校の

教育・研究の進展を図り，地域社会における科学・技術教育の振興を促進すること等を目的とする地

域連携センター，そして本校の教育や研究に関する情報化の推進等を目的とする情報処理センター，

ならびに本校学生の学習及び研究活動の支援，教員の教育研究への支援，地域への技術支援等を積極

的に行う教育研究支援センターが設置されており，これらの組織はいずれもその性格上，上述の本校

の目的に照らして，適切なものである。 

本校においては教務委員会等，教育課程を企画調整し有効に展開するための組織が設置され，また

学級担任制，副担任制，学科会議等，教育活動を支援する体制，組織も整えられており，教育活動を

展開する上で必要な運営体制が過不足なく適切に整備されている。そして，これらの運営体制は，本

校の掲げる目的のもとで十全に機能している。 

 


